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在宅医療を含む地域包括ケアの実践

～柏プロジェクトにおける地区医師会の役割～

平成２７年７月１７日

柏市医師会 副会長 長瀬 慈村

2

人口： ４１０、８２２人
世帯： １６６、２３１世帯
（平成２７年７月１日現在）

ＪＲ柏駅から
上野駅まで約２９分
東京駅まで約４０分

柏市は、東京都心から約３０kmにあり、高度経済成長を機に人
口が増加し発展した衛星都市〜そして現在は中核都市

柏市について
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柏市には高齢化率４０％を超える地域があった

柏市全域

（日本の平均）

豊四季台団地

（将来の日本）

６５歳以上の方の割合 ２０％ ４１％

７５歳以上の方の割合 ８％ １８％

一方、６５歳以上の方の要介護者 １２％ １０％

■豊四季台団地は、自立度が下がると、住み続けたくとも階段等の問題もあり、施設又は他地域へ転居

■豊四季台団地は日本の都市部の将来像

※２０５５年の日本全土の６５歳以上の方の割合は４１％と予想

本来なら１５％程度に
なるはずだが・・・

豊四季台団地

昭和39年度～ 約32.6ha 建替前戸数：4、666戸（103棟）

当時人口：約１万人 ⇒ 現在：約６千人

3

柏プロジェクトの舞台となった、豊四季台団地は、「欽ちゃんのドンといってみよう！」
のオープニング映像にも使われた、当時の衛星都市の理想的な団地だったが・・・
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・ ２００９（平成２１）年６月 柏市、東京大学、ＵＲ都市機構の三者での研究会発足

・ ２０１０（平成２２）年５月 三者協定を結ぶ

・ ２０１０（平成２２）年１１月 まちづくり会議を開催して地域に説明

・ 以降、順次取組みを実施中

柏市豊四季台地域高齢社会総合研究会を発足

柏市

東京大学高齢社会総合研究機構

都市再生機構

協定式の様子（2010年5月）

超高齢化に対応したまちづくりの具体化

システム・技術の研究・開発と世界への発信

今後の団地のあり方の検証

高齢化率４０％を超えた豊四季台団地の課題解決を通して
「高齢社会の安心で豊かな暮し方・まちのあり方」を

柏市、東京大学、ＵＲ都市機構の三者で議論し、実践していこう！



5

いつまでも在宅で安心して生活できるまち
～在宅医療の推進～

いつまでも元気で活躍できるまち
～高齢者の生きがい就労の創成～

研究会が目指すまちの姿

5
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柏市医師会について

明治40年に東葛飾郡医師会設立、数回の名称変更を経た後、平成25年4月に一般社

団法人 柏市医師会となり、同年末、在宅医療連携拠点を兼ねた柏地域医療連携センタ

ーを建設、柏市に寄贈した。現在の会員総数は329名（203施設）。

柏市医師会定款には「医道の高揚、医学医術の発達普及及び公衆衛生の向上を図り、

社会福祉の増進に寄与することを目的とする」とあり、目的達成のための振興、啓発指導

、普及充実、研修教育、調査研究、広報等に関する事業等が含まれ、現在ではさらに、

質の高い公的地域医療活動や、医療・福祉の専門家として行政・市民を主導することなど

、より高い社会貢献が求められている。

柏市医師会の執行部は、最近までは高齢会員が主体であったが、現・理事15名の平均

年齢は55才で、65歳以上は2名（全会員の平均年齢は約59.66才、高齢者率30.7％）、

現在の社会情勢（医療情報の散乱、医療に対する市民の考え方の変化、少子高齢化、

公益法人制度改革など）に対応し、結果を出すための体制となった。

これからの医師会の在り方は、定款に掲げた本来の目的に沿って、その時代の変化に合

った事業を考え、対応して行くことが必要である。



7

柏市医師会から市政への提言

柏市医師会では、平成21年12月、柏市民の健康を守り、安心・安全なまちをつ

くるために、これまでの活動のさらなる充実に加え、以下の項目について具体策を

まとめ、柏市長へ提言をした。

１）救急・災害医療、危機管理体制の実践的再構築

２）医療連携システムの構築・整備

３）市民向け医療情報センターの常設

４）産科・小児科医療の充実

５）高齢者支援のための在宅医療・介護等の整備

６）心のケアのための人材育成

７）思春期向け健康教育授業の定着

８）障害者を理解・支援できる環境づくり

９）医療者不足に対する対策

10）地域医療拠点の設置と適切な運営

これらを実現するために、柏市医療懇談会の公設を要請し設置、医療の現状と

問題点、解決方法を行政とともに検討して、より積極的に柏市の医療・福祉の改

善を図ってきている。
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平成21年度：柏市豊四季台地域高齢社会総合研究会発足

柏市、東大、URの協定による「高齢社会におけるまちづくり」

・・・在宅医療の推進、地域包括ケアシステムの具現化

平成22年度：柏市医師会新執行部となり全面参画（基礎固め2年）

柏市医療懇談会の公設、在宅医療勉強会、医療WG、連携WG等

平成23年度：柏市が総合特区・環境未来都市に地域指定（12月）

介護予防（訪問リハビリ）、環境共生・健康長寿・新産業創造都市

平成24年度：在宅医療連携拠点事業・地域ケア多職種協働推進等事業

顔の見える関係会議（市＆医師会・多職種連携〜福祉〜市民）

地域ケア会議（福祉系職種と医療系職種の協働）

柏市地域医療拠点施設建設協議会設置（平成25年末に完成）

平成25年度〜：これまでのデータ分析、将来を展望し戦略を立て実践

平成26年度〜：実動、普及と定着

柏市地域包括ケアシステム構築の経緯
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（１）在宅医療者の負担を軽減するバックアップシステムの構築

① 主治医の訪問診療を補完する在宅療養支援診療所

→ 在宅医療を行う敷居を低くして医師を増やす。

→ 医師のグループ化を図り、相互支援システムを構築。

② 病院のバックアップ体制の確保（急変時対応やレスパイト入院）

③ 医療・看護・介護等関係多職種の連携

（２）在宅医療の多職種連携推進とマンパワーの増強

① 在宅医療研修プログラム

※在宅医療を行う医師・多職種を育成し、知識を共有、協働する。

② 24時間対応できる訪問看護と訪問介護の充実

（３）多職種間の情報共有システム構築（東京大学の協力事業）

（４）市民への啓発、相談・支援

（５）上記を実現する拠点（柏地域医療連携センター）の設置

在宅医療を推進するための具体的取り組み

10

１ 在宅医療者の負担を軽減するバックアップシステムの構築

○ 共同で地域全体を支える体制の構築
→ １つの診療所が数多くの患者を支えるだけでなく、多くの診療所が少しずつ支える事で多くの患者を

支えるシステムを構築（「点」から「面」に）

○ 主治医・副主治医の仕組みの構築
→ 主治医（患者を主に訪問診療する医師）と副主治医（主治医が訪問診療できない時の訪問診療を

補完する医師）とが相互に協力して患者に訪問診療を提供

：副主治医機能集中診療所 ：コーディネート等拠点事務局：主治医（可能な場合は副主治医）

南地域

相互に主・副副主治医機能依頼

副主治医機能依頼

相互に主・副

相互に主・副

南地域

相互に主・副副主治医機能依頼

副主治医機能依頼

相互に主・副

相互に主・副

豊四季
相互に主・副

副主治医機能依頼

副主治医機能依頼

相互に主・副

豊四季
相互に主・副

副主治医機能依頼

副主治医機能依頼

相互に主・副

北地域

相互に主・副

相互に主・副

副主治医機能依頼
副主治医機能依頼

相互に主・副

北地域

相互に主・副

相互に主・副

副主治医機能依頼
副主治医機能依頼

相互に主・副

地域医療拠点

：副主治医機能集中診療所 ：コーディネート等拠点事務局：主治医（可能な場合は副主治医）

南地域

相互に主・副副主治医機能依頼

副主治医機能依頼

相互に主・副

相互に主・副

南地域

相互に主・副副主治医機能依頼

副主治医機能依頼

相互に主・副

相互に主・副

豊四季
相互に主・副

副主治医機能依頼

副主治医機能依頼

相互に主・副

豊四季
相互に主・副

副主治医機能依頼

副主治医機能依頼

相互に主・副

北地域

相互に主・副

相互に主・副

副主治医機能依頼
副主治医機能依頼

相互に主・副

北地域

相互に主・副

相互に主・副

副主治医機能依頼
副主治医機能依頼

相互に主・副

地域医療拠点地域医療拠点

かかりつけ医のグループ形成によるバックアップ（主治医・副主治医制）
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在宅医療・介護を推進するためには，行政（市町村）が事務局となり，
医師会をはじめとした関係者と話し合いを進めることが必要。

→ システムの構築を推進するために，以下の５つの会議を設置。

在宅医療・看護・介護等関係多職種の連携推進体制

（１） 医療ＷＧ（H22.5～H24.3 ２０回）
医師会を中心にＷＧを構成し，主治医・副主
治医制度や病院との関係を議論。

（２） 連携ＷＧ（H22.7～H26．3 ２８回）
医師会，歯科医師会，薬剤師会，病院関係者，看
護師，ケアマネジャー，地域包括支援センター等
のＷＧを構成し，多職種による連携のルール作り
について議論。

（４） １０病院会議（H24.2～ １１回（継続中））
柏市内の病院による会議を構成し，在宅医療の
バックアップや退院調整について議論。

（３） 試行ＷＧ（H23.11～H26.1 １０回）
主治医・副主治医制度や多職種連携につい
て，具体的ケースに基づく，試行と検証。

（５） 顔の見える関係会議（H24.6～12回（継続中））
柏市の全在宅・介護サービス関係者が一堂に会し，連携
を強化するための会議。これまでに延べ2200名が参加。

＜参加者の内訳＞・・・年4回開催し、毎回150名以上の参加者がある
医師（病院，診療所），歯科医師，歯科衛生士、薬剤師
看護師（訪問看護，病院，診療所）、病院地域連携室職員（MSW）
介護支援専門員（ケアマネ）、地域包括支援センター職員
管理栄養士（在宅，病院），理学療法士・作業療法士
介護サービス事業者，介護老人保健施設・介護老人福祉施設
ふるさと協議会・民生委員児童委員などの柏市民，社会福祉協議会

＊サポート：柏市職員・柏市医師会・東京大学高齢社会総合研究機構
グループ毎のディスカッション
（地域住民からの情報提供も）

恒例の名刺交換タイム

１ 在宅医療者の負担を軽減するバックアップシステムの構築
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第６回（H26年9/28及び10/19)
受講者（57名）
医師・歯科医師・薬剤師・病院関係者・
訪問看護師・介護支援専門員・理学療法士・
作業療法士・地域包括支援センター職員・
管理栄養士・サービス事業所職員等

実施者
主催：柏市医師会・柏市
共催：柏歯科医師会・柏市薬剤師会・

柏市訪問看護連絡会・
柏市介護支援専門員協議会・
東葛北部在宅栄養士会・
柏市リハビリテーション連絡会
柏市介護サービス事業者協議会

協力：東京大学高齢社会総合研究機構
東京大学医学部在宅医療学拠点

後援：国立長寿医療研究センター
傍聴者（６６名）

医師及び多職種を対象に在宅医療の
推進及び多職種連携の促進を目的とし
た研修を実施（年１回程度）

2014年9月28日（日）
9:00～18:30

在宅医療の果たす
べき役割（総論）

特区の趣旨と概要
・訪問リハビリ

多職種ＷＳ③
在宅療養における看

取り事例

多職種連携協働IPW

在宅医療を支える多
職種の役割（プレゼン）

修了式

2014年10月19日（日）

9:00～17:00
柏市の医療介護連携モデル

目標設定

多職種WS①
緩和ケア

多職種WS②
認知症

修了者が語る
訪問診療の実際

報酬・制度

多職種WS④
在宅医療を推進する
上での課題と解決策

平成２３年５月から６回実施
これまでに約３００名受講 医師は別途同行訪問研修を実施

在宅医療多職種連携研修会

主な内容（第６回）

各論
・摂食・嚥下障害

・在宅における口腔ケア
・在宅における褥瘡ケア

・在宅での栄養管理

病院とかかりつけ医の連携

12

２ 在宅医療の多職種連携推進とマンパワーの増強
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これまでの取り組みの成果

○ 在宅医療研修 修了者数 (通算６回）

・３００人（うち、医師５０人）

○ 在宅療養支援診療所数

・１５箇所（H２２年１１月）→２７箇所(H２７年３月)

○ 訪問看護ステーション数

・１２箇所（H２５年２月）→２３箇所(H２７年３月)

〇 柏市の在宅診療所による年間自宅看取り数

・５３件（H２２年度）→１７４件(H２５年度)

〇 年間１０人以上自宅で看取った市内の在宅診療所数

・１箇所（H２２年度）→5箇所（H２４年度）→８箇所(H２５年度)

〇 多職種連携ICTシステムID発行数（H２７年３月末）

・６８９人(年間３３３人増)

・２１４事業所(年間７１箇所増)

14

柏市の在宅診療所による自宅看取り数の推移

柏市内医療機関による「自宅看取り」は大きく伸長したが、
その要因は「自宅がん看取り」の大幅な伸びであることがわかる。

53

80

110

174
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紹介元病院 緊急受入病院 併診病院 併診診療所

薬局

リハビリ
訪問看護

居宅介護支援

訪問介護 デイ訪問入浴介護 ショートステイ 他

患者 同居
家族

別居家族

検査機関

データセンター
（クラウド）

後方支援ベッド確保中の
終末期患者の直近の状況を確認

システム上のカレンダーを
参照して介護サービスの

利用状況を把握

他院の処方状況を
確認し重処方を予防

入浴時に褥そうの
状態を観察し共有

バイタルサインに
変化があった際に

医師宛にアラートを発信

フェースシート*等を
オンラインで共有

シームレスなサービス
の提供

* フェースシートは、千葉県地域生活連携シート等に準拠

副主治医
（在宅療養支援診療所）

主治医
多忙な医師に、要介護者の
生活の変化をメールで報告

医療サービス

介護サービス

日常の状況を
医師に共有

タブレット端末、パソコン等により、関係職種同士がリアルタイムに情報共有

地域包括支援
センター

３ 多職種間の情報共有システム構築

職種別情報共有システム利用状況

16

通算利用件数： １４０件
ＩＤ・ＰＷ発行者数： ６８９人
ＩＤ・ＰＷ発行事業所数：２１４ヶ所

※平成２７年３月末現在
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４ 市民への啓発、相談・支援

各地域で市民を対象とした説明会・意見交換会の開催

○平成２３年度：民生委員、健康づくり推進員、ふるさと協議会等の役員を対象に、計４回、約
２００人参加
○平成２４年度：ふるさと協議会・民生委員等を対象として計６３回、約１、６００人が参加
○平成２５年度：地区社協単位での勉強会や民生委員を対象に、計６５回、２、０８１人が参加
○平成２６年度：町会・サロン等からの依頼が増え、計６９回、２、４１０人が参加

各説明を聞いた市民の主な意見（抜粋）

期待
・家で最期を迎えたいと思っている人は多いので、実現することを強く望みます。

・かかりつけ医が最期まで診てくれるのは大変嬉しい

不安
・低所得者でも利用できるのか。

・家族の負担を十分に軽減できる仕組みになるのか。

①市民説明会・意見交換会

②在宅ケア市民集会

○平成２３年２月から計４回実施、延べ５７０人が参加

③情報誌「わがや」の発行、広報での啓発

○わがや：25年度から通算5回、全戸配布(各13万6、500部）発行
○広報：平成26年3月1日号広報かしわ１・2面で在宅医療特集

18

様々な場面での市民啓発

広報かしわ
（平成２６年３月１日号

１面・２面）

地域での勉強会
（医師・看護師の講演）

在宅医療情報誌
「わがや」

(個別配布）

様々な場面で市民の皆様に知っていただく取り組み
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在宅医療の課題と解決方針

一部の医師が「点」で支える
のではなく、市全体を カバ
ーする「面」への広がり

医療職・介護職等、多職
種連携による安心で質の
高いチームケア

２４時間対応の負担感や、
専門領域外への不安等から
在宅医師が増えない

理想

医療職・介護職、それぞれ

がサービスを提供している
例） 介護職は医師に相談しづらい
病院の入退院時の引継ぎがない
リハビリの必要性が浸透していない

課題

利用者（市民）が在宅医療
の意義を理解している

状態が悪くなると“入院しなく
てはならない”という既成概
念が強い

柏市と柏市医師会がタイアップし、

多職種を巻き込んだ関係づくり、市民への啓発を行おう！

患者・家族の悩み

「家に来てくれる医師はどこ
いるの？」

「高齢者が増えるけど先生
は増えるの？」

「色々なサービスが入ってく
れて助かるけど、体のことな
どそれぞれから聞かれるの
で大変」

「入院していた病院の情報
を、訪問の先生は引き継い
でくれてるかしら？」

「ずっと家でなんて無理。
最後は病院でしょ」

20

１）柏地域医療連携センターは、在宅医療拠点も備え、柏市のあらゆる医療をサポートする中核になる。

２）柏市の医療・福祉等における多職種連携の拠点となる（医療と福祉は不可分）。

・在宅医療・看護・介護等、関係職種の連携を基盤として、あらゆる医療・福祉の連携を図る。

・医師・多職種の研修施設としての機能を併せ持つ。

３）医療・福祉等の全情報を集積し、情報・相談センターとしての役割を担う。

・柏市民だれもが、医療・福祉の連携システムを利用しやすいように、情報発信、支援する。

４）市民への健康教育・啓発の中心的役割を果たす。

柏地域医療連携センターの役割と機能

柏地域医療連携センターの在宅医療拠点としての役割と機能

施策①
主治医・副主治医

の推薦

施策③
看護・介護の充実

多職種連携

施策④
在宅医療の

研修

施策②
緊急病床の確保
その他の支援

地域医療拠点

コーディネート事務局

在宅医療の研修

医師

歯科医師

薬剤師 介護関係者

看護師

事務局スペース

研修スペース

医療・多職種
スペース

医療機器庫等
その他の支援スペース

相談・啓発スペース

施策⑤
市民への
相談・啓発

多目的スペース

施策①
主治医・副主治医

の推薦

施策③
看護・介護の充実

多職種連携

施策④
在宅医療の

研修

施策②
緊急病床の確保
その他の支援

地域医療拠点

コーディネート事務局

在宅医療の研修

医師

歯科医師

薬剤師 介護関係者

看護師

事務局スペース

研修スペース

医療・多職種
スペース

医療機器庫等
その他の支援スペース

相談・啓発スペース

施策⑤
市民への
相談・啓発

多目的スペース

施策①：患者が病院から在宅に戻る際の調整支援機能等

・主治医・副主治医の推薦

・多職種の推薦・コーディネート

施策②：主治医の訪問診療を補完するバックアップ機能

・病院の短期受け入れベッドの確保

・医療機器の貸与や専門医の紹介といった支援

施策③：医師・多職種による在宅医療・介護の管制機能

施策④：在宅医療に係る主治医及び副主治医の研修機能

施策⑤：市民への相談・啓発

・市民からの相談の支援

・市民の医療に対する啓発・教育機能

(医師会，歯科医師会，薬剤師会)

５ 在宅医療を含む地域医療拠点の設置
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○ 平成２２年度から市保健福祉部（介護保険部局）に専属の部署を設置

在宅医療推進の体制：市町村と医師会の連携

Ｈ２２：福祉政策室 ４人
Ｈ２４：福祉政策室 ８人（政策担当４名、 在宅医療支援担当４名）
Ｈ２５：福祉政策室１２人（政策担当３．５名、在宅医療支援担当８．５名 ※内、臨時職員１名）
Ｈ２６：福祉政策課１３人（政策担当３．５名、在宅医療支援担当９．５名 ※内、臨時職員３名）

○ 第５期（平成２４年度～平成２６年度）の介護保険事業計画において、在宅
医療の推進（介護保険事業と一体的に推進）を明記。（以下抜粋）

在宅医療の充実および医療と介護の連携強化が急務と考え、具体策として、千葉県地域医療
再生計画に基づき、以下の施策に取組む。

① 在宅医療に携わる医師の負担を軽減するシステムの構築

② 在宅医療の研修（多職種研修を含む）の実施

③ 市民への相談・啓発

○ 市と医師会がタッグを組み、多職種にも輪を広げる！

認識の共有→勉強会→医療WG→連携WG→ ・・・

Ｈ２７：福祉政策課 ４人（政策担当）

Ｈ２７：地域医療推進室 １０人（在宅医療支援担当 ※内、臨時職員３名）

事務：４人、歯科衛生士：１人、保健師：３人、社会福祉士(臨)：１人、看護師（臨)：１人、
臨床心理士(臨）：１人

柏プロジェクトにおける在宅医療・在宅ケアシステムのイメージ①

22
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柏プロジェクトにおける在宅医療・在宅ケアシステムのイメージ②

24

在宅医療・介護多職種連携
柏モデル ガイドブック

我が家でよりそう 医療と介護

平成２６年度からの実施体制

※このガイドブックは、柏市公式ホームペ
ージﾞからダウンロードできます。
“柏モデルガイドブック”で を検索

・情報共有システムや多職種
連携ルールについて議論

・必要に応じ個別症例の検討

各団体の在宅医療・

地域医療担当委員会・
部会等

柏市医師会（診療所、病院）、柏歯科医師
会、柏市薬剤師会、柏市訪問看護ステー
ション連絡会、柏市介護支援専門員協議
会、地域包括支援センター、柏市在宅リハ
ビリテーション連絡会、東葛北部在宅栄養
士会、介護サービス事業者協議会、柏市
社会福祉協議会、柏市ふるさと協議会連
合会 ほか 柏市（事務局）

・各職種ごとの連携体制の検証
・職種ごとの研修

10病院会議 在宅医療・介護
多職種連携協議会

多職種連携・情報
共有システム部会

・在宅医療を始めとする地
域医療に関して、市民に
向けた普及・啓発活動の
方法の検討

・広報・啓発ツールの作成
と実践

啓発・広報
部会

・在宅医療多職種研修、
顔の見える関係会議等
の計画と実施

・年間を通じた在宅医療・
地域医療をテーマとし
た研修の企画運営

研修部会

多職種による個別ケース検討

・多職種連携ルールの作成
・行政施策への反映

・多職種連携ルールの確認
・多職種の関係づくり

地域ケア会議顔の見える関係会議

在宅医療・介護
多職種連携協議会

ルールの浸透

課題の抽出
課題の抽出

課題解決・共有

ルールの浸透
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UR柏豊四季台団地内 サービス付き高齢者向け住宅

提供：株式会社学研ココファン

サービス付き高齢者向け住宅

薬局

自立棟

介護棟

居宅介護

小規模多機
能

２４Ｈ訪問看護
24Ｈ訪問介護

子育て
支援施設

主治医
診療所

在宅療養
支援診療所

地域包括
支援ｾﾝﾀｰ

地域交流
スペース

◆イメージ図

「サービス付き高齢者向け住宅」に２４時間の医療・介護サービスを組み合わせ
たモデル拠点を豊四季台団地に誘致（URによる公募）。 【平成２６年５月稼働】

26

在宅介護拠点の日常生活圏域
への展開

○いきいきプラン２１への位置づけ
・第５期 ３か所

・第６期～第７期 ５～６か所
○整備の方法

・市街地へ民間事業者を誘導
・介護医療サービスは市が主体に募集

第５期 整備済

第６期～第７期 整備予定

健康・医療・福祉の「まちづくり」の推進
（都市計画・住宅政策との連携）

※ 今後整備予定の場所の位置は仮のもの

拠点型サ高住の展開イメージ
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柏市地域包括ケアシステムについての考察

１）柏プロジェクトが理想的に進んできたのはなぜ？

・産官学一体の取り組みがなされた

・柏市医師会の在り方の転換期であった

・医師の立ち位置を考えて行政や関連団体と連携を図った

２）柏プロジェクトにおけるこれからの課題

・地域医療連携センターの社会情勢による役割の見直し

・市民の啓発と意見反映（自発的活動促進）

・高齢者の生きがいづくりと循環型まちづくり（世代間交流）

・子どもたちへの健康教育と子育て支援、そして医療人材育成

３）柏市地域包括ケアシステムの今後の可能性

・柏市全域での展開パターン分析が必要

・スター選手率いるチームではない柏レイソル

（ジュニア育成、チーム力、愛郷心、結果）

・産官学民での取り組み（医は糊の役割）

28

ま と め

１）これからの医師会には、市民の健康と命を守るために、行政とともに

事業を考え活動し、社会貢献を優先することが望まれている。

２）高齢化社会への対応として必要不可欠な、在宅医療・ケアの環境を整

えるためには、関係多職種の連携が最も重要である。

３）多職種連携を進めるためには、行政が重要な役割を果たす。

４）行政が理想的な活動をするためには、地区医師会が積極的に、行政や

関係多職種に働きかけ、誰もが対等な立場で協働できる環境をつくる

努力が必要である。

５）今後はさらに、高齢化社会への対策に留まらず、少子化対策も絡めて

対応する、循環型のまちづくりが必要となる。
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